
Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

2

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 8

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

（平成２５年度） (平成２７年度)

融資事業者数 1社 融資事業者数 1社

貸付金額 ２９０，０００，０００円 貸付金額 ３００，０００，０００円

貸付期間 １５年 貸付期間 １５年

新規雇用者数 １７名 雇用計画 ２８名

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 第5次総合計画の施策体系内外共に含まず

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

0 0一般財源 00 0 0

その他特財 300,000

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 0300,000 0 0 0 0 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

令和２年度における融資は無かったが、これまでの融資による雇用が創出されている。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

R2目標

実績 028 0 0 0 0
-

達成率

成
果
指
標

指標名称 新規雇用者数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

0 0

Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

指標名称 融資実行件数（件）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 01 0 0

R2Ｈ27

説明（算式等） 経済センサス-基礎調査（周期5年） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 -- - - - 2,392

その他　（

対
象
指
標

指標名称 事業所数（総数）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

地域の振興が図られること 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

金融機関等と共同して地域振興に資する民間事業活動等を支援し、活
力と魅力ある地域づくりを推進する。

事
業
内
容

地域振興に資する民間事業者の支援を目的として無利子融資(連帯保証が必要)
を行う。
　この融資(借入れ)は、対象事業に係る貸付対象費用から補助金等を控除した額
のうち、45％以内となり、残りの融資(借入れ)は、民間金融機関から調達すること
になる。
　貸付にあたり、次の要件を満たす必要がある。
　・公益性、事業採算性、低収益性の観点から実施されるもの
　・５人以上の新たな雇用の確保が見込まれるもの　など

対
象

地域振興につながる民間事業

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 地域総合整備資金貸付要綱、新庄市地域総合整備資金審査会設置規程

予算・事務事業名 一般会計 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

多様な連携を強化し、活力ある商工業を確立する 担当者 齋藤泰良

施策名 企業の誘致と支援 内線 236

事務事業名 地域総合整備資金貸付事業 事務事業コード 122-203-12
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 総合政策課

政策名

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

122-203-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

1

3

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 30

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○管理しているコンテンツ数

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

未公表

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

Ｈ30

1,942,737

37.4%

Ｈ29

48 820 0
デジタル化した写真数

（追加分）

H28 H29 H30 R1 R2
　　　年度

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 396

委託料（ホームページ掲載管理委託） 396

396 396

その他特財

受益者負担

主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費　・・・　① 396396 396

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

地域の情景を新たな目線でとらえた観光資源をつくることができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 事業費の算出根拠（R2）

R1 R2目標

実績 664 662
1,000

達成率 66.4%

Ｈ28

66.2%

成
果
指
標

指標名称 新庄市観光客数（千人）
年度 R2Ｈ27

説明（算式等） 山形県観光者数調査（祭り、イベントを除く） ※

広報写真デジタルアーカイブ掲載数+デジタル化した写真数 達成率 29.2% 37.4%

3,736実績

R2Ｈ30 R1 R2計画

2,916 3,736
10,000

説明（算式等） 年度末人口*広報紙を読む人の割合＋市HP閲覧数＋市DA閲覧数 達成率 80.6% 86.6%
活
動
指
標

指標名称 管理しているコンテンツ数（累計）
年度

説明（算式等）

Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,612,873 1,731,458
2,000,000

97.1%

その他　（

対
象
指
標

指標名称 情報発信できた人の数（延）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

観光情報の発信による誘客の促進。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

国内外からの来訪者を広く獲得できる手段として、地域経済活性化の
大きな推進力となるよう、整備する情報コンテンツは観光振興を図る上
での重要なツールと位置づける。 事

業
内
容

新庄市の四季の魅力を紹介するプロモーションビデオの作成・発信
新庄市の歴史的に価値のある写真をデジタルメディアとして整備

対
象

市民及び観光客

01-070103-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 7款１項３目 観光振興対策事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

政策名 地域資源を磨き、魅力ある観光産業を確立する 担当者 五十嵐隆志

施策名 交流の促進 内線 214

R1

事務事業名 史料写真等のホームページ掲載管理事業 事務事業コード 132-106-12
総
合
計
画

基本目標 いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち 担当課 総合政策課

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

デジタルアーカイブ掲
載数（累計） 2,868 3,736 3,736

R2はデジタル化を推進
することができなかっ
たため、ホームページ
の管理業務のみ実施
した。

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

132-106-42(R01実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H29 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

　○令和２年度における支援事業の実績

移住世帯向け食の支援事業 申請件数：５件（当事業を利用した移住者：５世帯９名）

移住支援金 申請件数：０件

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

事業費　・・・　① 7878 78

Ｈ30 R1

76

事務事業名 移住関連事業

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 移住・定住促進事業費

年度～

事務事業コード 132-107-12
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 総合政策課

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 松原　知子

施策名 住みよい住宅環境の整備 内線 236

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市移住世帯向け食の支援事業実施要綱／新庄市移住支援金交付要綱

予算コード 01-020107-0015

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 （期限の定めの無い事業）

目
的

UJIターン者の定住

事
業
内
容

・山形県最上地域移住定住推進協議会が主催する「やまがたハッピー
ライフカフェ」への参加
　・ふるさと回帰支援センター（東京都）で開催される「やまがたハッピー
ライフカフェ」における移住希望者への本市のPRと移住相談
・移住者向け食の支援事業（米・みそ・醤油の支給）の実施
・移住支援金（一定の条件を満たす移住者へ最大100万円の支援金を
支給）の実施
・移住に関する相談対応

対
象

県外に住む市への移住希望者

目
指
す

状
態

UJIターン者の就労及び定住促進 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 移住相談件数（月次調査の１年分）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 4- - 0 1 3
5

説明（算式等） 達成率 80.0%0% 20% 60%

Ｈ30 R1 R2計画

実績 4- - 2

R2Ｈ27

5
説明（算式等） 達成率 80.0%40.0%

指標名称
「やまがたハッピーライフカフェ」での相談
件数（件）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

0 2

0.0% 40.0%
成
果
指
標

指標名称
転入異動時のアンケートによる移住該当
者人数（人）

年度

活
動
指
標

年度 Ｈ28 Ｈ29

Ｈ30 R1 R2目標

実績 6- - 7 5 実施なし
20

説明（算式等） R2：上記アンケートによる、転入理由「地方への移住・田舎暮らし」の人数 達成率 30.0%35.0% 25.0% -

県支出金

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

移住関係の相談会への参加により、本市への移住を検討している方への情報提供に繋がった。

事業費の算出根拠（R2）Ｈ29

内
　
訳

国庫支出金

その他特財

38

主な歳出の内訳

一般財源 400 0 78

報償費 78

78 76

□ 分割

受益者負担

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

132-107-12(R1実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 Ｈ28 年度 ～ 終期 Ｒ2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○優秀企業（ダイアモンド企業）・・・10社

○実践企業（ゴールド企業）　　・・・7社

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

■

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

事務事業名 子育て応援企業支援事業 事務事業コード 211-106-12
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 総合政策課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 上村 亜沙美

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 218

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市子育て応援企業支援奨励金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 企画政策事業費 予算コード 01-020107-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

就業の場となる企業における子育てサポート体制の確立により「仕事と
子育ての両立ができる環境」の整備を目指す。

事
業
内
容

山形県で実施している「やまがた子育て・介護応援いきいき企業」への
登録及び企業の取組を促進させるため、認定を受けた企業に対して市
独自の支援を行う。
①奨励金の交付：県制度において、一定以上の認定を受けた企業を対
象に、市が定める要件を満たす従業員を雇用している場合に交付す
る。
②企業PR：　認定を受けた企業を市内におけるトップランナーとして取り
扱い、その取り組み状況等を市報や市ホームページ等で周知する。

対
象

市内企業

目
指
す

状
態

市内企業で働く市民が、多様な働き方が選択でき、健康で豊かな生活
のための時間を確保できるようになることで、子どもを持ちやすい環境
をつくる。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 18～49歳の市民（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 11,61712,506 12,210 12,122 11,979 11,733
11,511

説明（算式等） 住民基本台帳（4/30時点） 達成率
活
動
指
標

指標名称 奨励金交付件数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 41 1 3 4
5

説明（算式等） 達成率 80.0%20.0% 20.0% 60.0% 80.0%
成
果
指
標

指標名称
山形いきいき子育て応援企業の優秀企
業の新規認定数

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 00 2 2 4 4
3

説明（算式等） 達成率 0.0%66.7% 66.7% 133.3% 133.3%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

山形県で実施している「やまがた子育て・介護応援いきいき企業」が、令和２年度以降新規募集を停止したことに伴い、新庄市におけ
る奨励金交付等も令和２年度をもって終了した。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

400100 200 500 500

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

主な歳出の内訳

子育て応援企業奨励金 400

一般財源 4000 100 200 500 500

■「やまがた子育て・介護応援いきいき企業」認定企業（市内／令和３年４月１日現在）

　※令和２年度以降、新規募集停止。

その他特財

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-106-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

4

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 Ｈ28 年度 ～ 終期 Ｒ2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

開催回数：

参加者数：

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

セミナーの開催により、結婚活動への理解を促進するとともに、結婚活動への意欲向上に寄与した。また、未婚者や
その家族等への個別相談により、結婚活動に関する知識の習得や、不安の解消に繋げた。

事務事業名 結婚活動支援事業 事務事業コード 234-101-12
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 総合政策課

政策名 ともに支えあい、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 上村　亜沙美

施策名 社会全体で結婚を応援するシステムづくり 内線 218

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 令和２年度山形県地域少子化対策重点推進交付金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 2款1項7目 地域振興事業費 予算コード 01-020107-0103

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

少子化の要因のひとつである未婚化、晩婚化に対応するため、地域全
体で未婚者が結婚を前向きに捉えられるよう意識啓発を進めるととも
に、出会い・結婚につながるサポート体制を充実させる。 事

業
内
容

・結婚を希望する未婚の市民がより良い出逢いが得られるよう、自分磨
きに繋がるセミナーと結婚活動に関する知識について学ぶ講座を、合わ
せて実施した。また、未婚者自身やその家族等に対し、個別面談の相
談会を開催した。

対
象

市民のうち、結婚を希望する独身者

目
指
す

状
態

結婚について地域全体で支援する気運を醸成し、結婚を希望する未婚
者が希望を叶えやすい地域をつくる。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 20～49歳の市民（人)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 10,89511,781 11,524 11,446 11,254 10,990
10,638

説明（算式等） 住民基本台帳（4/30現在）、平均減少率-1.55％ 達成率
活
動
指
標

指標名称 年間のセミナー参加者数（延べ数）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 2273 25 30 50
100

説明（算式等） 達成率 22.0%73.0% 25.0% 30.0% 50.0%
成
果
指
標

指標名称 婚姻数（組）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 (公表前)145 146 140 133 140
200

説明（算式等） 出典：保健福祉統計年報 達成率 72.5% 73.0% 70.0% 66.5% 70.0%

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

384648 648 631 481

内
　
訳

国庫支出金

県支出金 192648 323 311 241

受益者負担

0 325 320 240

その他特財

主な歳出の内訳

講師謝金 140

消耗品費 37

印刷製本費(チラシ、ポスター作製) 132

通信運搬費 59

会場使用料 16

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 1920

開催回数：２回（女性向けセミナー２回（９月・12月開催））

参加者数：延べ　22名

■結婚個別相談会の開催実績

■結婚活動支援セミナーの開催実績

4回（８月・10月・11月・１月開催）

延べ　12名

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

234-101-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

4

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H22 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ ■ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

□ 分割

346 351 354 354

主な歳出の内訳

最上広域婚活実行委員会負担金 71

00 0 0 0

R1

354

説明（算式等） 達成率 0.0%80.0% 70.0% 40.0% 20.0% 3.3%

R2目標

実績 024 21 12 6 1
30

成
果
指
標

指標名称 カップル成立数（組）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） スキルアップセミナーを含めない 達成率 0.0%75.0% 75.0% 100.0% 100.0% 75.0%

R2計画

実績 03 3 4 4 3
4

活
動
指
標

指標名称 イベント回数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

10,638
説明（算式等） 住民基本台帳（4/30現在）、平均減少率-1.55％ 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 10,89511,781 11,524 11,446 11,254 10,990

その他　（

対
象
指
標

指標名称 20～49歳の市民（人)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

結婚について地域全体で支援する気運を醸成し、出会いの機会を提供
する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

少子化の要因のひとつである未婚化、晩婚化に対応するため、地域全
体で未婚者が結婚を前向きに捉えられるよう意識啓発を進めるともに、
出会い・結婚につながるサポート体制を充実させる。 事

業
内
容

最上８市町村と山形県が組織する最上広域婚活実行委員会において,
出会いの場の創出・提供に関する事業を行う。

対
象

市内の未婚者

01-020107-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 最上広域婚活実行委員会規約

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域振興事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 上村亜沙美

施策名 社会全体で結婚を応援するシステムづくり 内線 218

事務事業名 最上広域婚活事業 事務事業コード 234-102-12
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 総合政策課

政策名

71346 346 351 354

R2Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

71

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

婚活イベント及び結婚支援者との情報交換会を計画していたが、コロナウイルス感染拡大の影響により中止した。そのため、イベント
回数及びカップル成立数ともに実績無しとなった。

一般財源

受益者負担

県支出金

事業費　・・・　①

事業費の算出根拠（R2）年　　度 Ｈ27

内
　
訳

国庫支出金

その他特財

0

346

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

234-102-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

3

2

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 25

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 75145 145109

内
　
訳

国庫支出金

　Ｒ２は最上総合支庁主催のジモト大学とタイアップして講座を実施し、高校生も対象として４名の参加があった。

講師謝金　70,000円 70

講師旅費　4,810円 5

103

その他特財 110

47

受益者負担

県支出金

157 109 145 145 103 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

住民が主体となって地域課題を解決し、地域活性化に向けた取り組みを行う必要性が理解され、地域リーダーとしての意識づけが図
られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 講座参加者へのアンケート調査結果より 達成率 100.0%81.0% 100.0% 100.0% 94.0% 100.0%

R2目標

実績 10081 100 100 94 100
100

成
果
指
標

指標名称
講座で学んだことを地域づくりに活かして
いけると答えた割合（％）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 講座における参加者の平均人数 達成率 72.5%107.5% 52.5% 52.5% 82.5% 62.5%

R2計画

実績 2943 21 21 33 25
40

活
動
指
標

指標名称 平均参加者数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 区長、民生・児童委員 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 291292 293 293 293 291

その他　（

対
象
指
標

指標名称 区長をはじめとする地域役員
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

住民が主体的に地域課題の解決と地域資源の活用を行うことで、地域
が活性化するとともに、互いに支え合い協力し合える自治組織が再構
築される。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

地域づくりに関わる課題や現状認識を共有しながら、課題解決策を見出
し、その実施に向けて計画を練っていくというワークショップや講演会等
の取り組みを通し、これからの地域づくりを担うリーダーを育成する。 事

業
内
容

参加者が地域づくりに関わる課題や現状認識の共有化を図りながら、
ワークショップ等の取り組みを通して、複数年にわたり、テーマを変えな
がら実施することで、地域づくりの機運を醸成し地域リーダーの育成を
図る。

対
象

区長をはじめとする地域役員や市内高校に通学する高校生

01-020107-0900

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域づくり支援事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

互いに学び高め合う生涯学習の推進と豊かな文化芸術の振興を図る 担当者 小野　聖理佳

施策名 活力みなぎる地域活動の推進 内線 217

事務事業名 地域リーダー育成事業 事務事業コード 322-207-12
総
合
計
画

基本目標 ふれあい、学びあい、心をつなぐまち 担当課 総合政策課

政策名

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

25 4 29

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 75

16 13 29

単位：人

大人 学生 計

計女男
(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

322-207-12(R1) 



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

2

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H29 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

20万 20万 30万

39 16 8 63

6 6 3 15

52 22 11 85

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

14,200

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

内
　
訳

主な歳出の内訳

若者世帯住宅取得助成金 29,800

一般財源 29,8000 0 5,000 7,400

その他特財

県支出金

受益者負担

114
説明（算式等） 助成金の交付を行った世帯員総数 達成率 192.1%59.6% 78.1% 160.5%

R2目標

実績 219- - 68 89

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ30 R1

183

60.0% 110.0%
成
果
指
標

指標名称 助成金を活用し定住した者の数（人）
年度 Ｈ29

説明（算式等） 当該補助金の支給件数 達成率 150.0%40.0%

R2計画

実績 60- - 16 24 44
40

活
動
指
標

指標名称 助成金交付件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 住民基本台帳（4/30現在） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 6,3366,957 6,710 6,431

その他　（

対
象
指
標

指標名称 20～39歳の市民（人)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

若年者の定住
住宅関連産業の振興による地域の活性化

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

若年者の定住

事
業
内
容

○助成対象住宅
・交付申請を行う前年度の4月1日以降に建築工事請負契約または売買契約を締
結していること
・新築の場合：建築工事費用が500万円以上であること
・中古住宅の場合：購入費用が100万円以上であること
○助成対象者
・子育て世帯：満15歳未満の子を持つもの
・新婚世帯：婚姻をしてから3年以内であるもの
・移住世帯：居住を開始した日前１年以内に新庄市に転入したもの

対
象

申請を行う前年度の末日において満４０歳未満であり、かつ、子育て世
帯又は新婚世帯若しくは移住世帯である者

01-020107-0103

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市若者世帯住宅取得助成金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域振興事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

政策名 安全安心で住みやすい生活環境基盤を整備する 担当者 上村　亜沙美

施策名 住みよい住宅環境の整備 内線 218

事業費　・・・　①

事務事業名 若者世帯住宅取得支援事業 事務事業コード 422-201-12
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 総合政策課

計

国庫支出金

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

事業費の算出根拠（R2）Ｈ30

●助成金交付申請者一覧

新築(建売含む)

中古

7,400

子育
世帯

移住
世帯

Ｈ29 R1年　　度

14,200 29,800

R2

分割後の事務事業名：

Ｈ27 Ｈ28

子育て世帯、新婚世帯の定住と、市外からの移住に繋げることができた。

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

5,000

※新庄市の世帯人員2.69人/世帯
　　（出典：令和２年国勢調査速報）
※基本額は併用して申請することが可能。

計新婚
世帯

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

●居住地別世帯数・世帯員数

祖父母 父母 配偶者 子 その他 本人

新庄市内 49 179 0 10 47 72 1 49 36 13

最上7町村 8 27 0 2 7 10 0 8 5 3 最上町４、金山町２、
鮭川村１、戸沢村１

山形県内 3 13 0 0 3 7 0 3 3 0 庄内町１、尾花沢市１、
酒田市１

計 60 219 0 12 57 89 1 60 44 16
※「山形県内」は最上地域を除く

前居住地 世帯数
世帯員数 物件

備考世帯員数
合計

内訳 新築住宅 中古住宅

422-201-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

3

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 19

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○路線別運行状況（R2） （単位：人、円）

年度

Ｈ27

Ｈ28

Ｈ29

Ｈ30

Ｒ1

R2

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

※１　利用料金（運賃収入）、車内回数乗車券の積算については、土内線・芦沢線の利用者で按分し計算している

※２　回数乗車券の積算については、まちなか循環線・土内線・芦沢線の利用者で按分し計算している 516 7

2,110 1,091 12245,278

1,220 45

2,099 192 14

1,756 979 2

1,756

31芦沢線 1,282

路線 利用者数 使用料 一般

土内線 2,149 169,344 2,654

障がい者 小中高校生

99,456

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

2,153 1,105

計 3,431 268,800

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

事務事業名 市営バス運行事業 事務事業コード 431-301-12
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 総合政策課

政策名 利便性が高く機能的な都市基盤を整備する 担当者 中嶋　祐樹

施策名 機能的交通体系の確立 内線 234

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市市営バス設置及び管理に関する条例、同施行規則

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項１２目 市営バス運行事業費 予算コード 01-020112-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

市民の交通手段の確保を図り、福祉の向上に資する。

事
業
内
容

市営バス運転・管理業務を委託し、県立病院前・土内線（土内～県立病
院前）４便と県立病院前・芦沢線（芦沢～県立病院前）４便を運行する。

対
象

土内線、芦沢線の沿線に居住する高齢者、児童・幼児、障がい者など
の交通弱者。

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

平成１９年３月末に廃止となった山交バス㈱の運行路線であった土内
線、芦沢線の代替交通として市営バスを運行することにより、沿線の交
通弱者等の交通手段を確保する。

実
施
形
態

市直営

1,573 1,675

その他　（

対
象
指
標

指標名称 市営バス沿線に居住する交通弱者
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,6501,524 1,558 1,593

R2Ｈ27

1,250
説明（算式等） バス停がある行政区に住む75歳以上の方 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 243243 244 244
243

説明（算式等） 月～金曜日の日数（祝日は運休） 達成率 - - -

指標名称 運行日数

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

244 242

- -

Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 市営バス利用者（人）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2目標

実績 3,4313,919 3,289 3,213 2,737 3,599
4,500

達成率 76.2%87.1% 73.1% 71.4% 60.8% 80.0%

コロナの影響による外出自粛により、土内線については、若干利用者数が減少したが、芦沢線については、路線改編と便数を増やし
たことにより、利用者が増加し、交通弱者（高齢者、障がい者等）の交通手段を確保することができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

119 94 201

4,5364,606 5,095 5,422 5,648 5,839

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

5,190

その他特財

124

主な歳出の内訳

555

燃料費

4131,189 959 941 769

329 0

1,320

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

2,998

修繕料

3,431

578

3,289

○利用実績
回数乗車券 合計回数乗車券

92,502

152,776

（単位：人、円）

3,919

3,213

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

2,737

3,599

1,126

委託料

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

744

3,9223,088 4,136 4,357 4,760

消耗品費 133

一般財源

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

431-301-12(R01実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

3

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 30

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

系統別運行状況 （人） 利用者内訳 （人）

H30 H30

Ｒ1 R1

（人） R2

R2

※令和2年度から系統を4系統から2系統に変更している

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

右回り線 左回り線 合計

2,777 2,064 4,841

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

事務事業名 市営バス（まちなか循環線）運行事業 事務事業コード 431-302-12
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課 総合政策課

政策名 利便性が高く機能的な都市基盤を整備する 担当者 中嶋　祐樹

施策名 機能的交通体系の確立 内線 234

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市市営バス設置及び管理に関する条例、同施行規則

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項１２目 市営バス運行事業費 予算コード 01-020112-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

市民の交通手段の確保を図り、福祉の向上に資する。

事
業
内
容

まちなか循環北部右回り線、北部左回り線、南部右回り線、左回り線の
４系統をそれぞれ２便ずつ運行する。（負担金）

対
象

市民（特に高齢者や障がい者などの交通弱者）

目
指
す

状
態

スーパーマーケットや病院を循環するバスを運行することで、沿線の交
通弱者等の交通手段を確保する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 新庄市人口
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 34,524- - - 35,465 35,039
34,696

説明（算式等） ３月３１日現在（市民課発表） 達成率
活
動
指
標

指標名称 運行日数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 243- - - 97 241
240

説明（算式等） 月～金曜日の日数（祝日は運休） 達成率 -- - - - -
成
果
指
標

指標名称 まちなか循環線利用者数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 4,841- - - 1,450 2,633
3,840

説明（算式等） 達成率 126.1%- - - 37.8% 68.6%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

利便性向上のため路線改編と通勤通学に合わせたダイヤ改正により、高校生の利用が増加した。また、乗り方教室による利用促進
により、住民の周遊性の向上及び交通弱者（高齢者、障がい者等）の交通手段を確保することができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

12,55825,878 10,329

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

0 0 25,878 10,329

その他特財

主な歳出の内訳

消耗品 291

燃料費 1,126

修繕料 11

保険料 40

負担金 11,090

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 12,5580

1,187 1,450471 267372 340 52 2111,450

小中高校生 障がい者 一般 回数乗車券 合計北部右回り 北部左回り 南部右回り 南部左回り 合計

596 660 813 564 2,633 90

653 198 2,710 1,280 4,841

376 1,873 294 2,633

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

431-302-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

4

3

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 30

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

№

1

2

3

4

5

6

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

6

351.6

評価指標

公共交通の利便性について「便利である」と回答した者の割合（％）

市内を運行するバス路線の年間利用者数（延べ人数）（人）

公共交通を利用する機会が増えた者の割合（％）

路線バスの認知度（％）

住民からの改善案について実現できた軒数（件）

バス利用者１人あたりの事業者実負担額（円）

4

381.5

Ｒ2（実績）Ｒ1（実績）

16.3

138,944

11.8

30.3

13.3

148,532

8.0

25.3

新庄市地域公共交通網形成計画における評価指標及び目標値一覧

消耗品費 20

一般財源 00 0 0 502 262

主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担

県支出金 20内
　
訳

国庫支出金 472 250

20974 512

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

公共交通の空白地域33地域に対して、アンケート用紙を配布し、その地区の実態を把握する事ができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

80.0%- - - 107.0% 118.0%

R2目標

実績 8.0- - - 10.7 11.8
10

達成率

成
果
指
標

指標名称
公共交通を利用する機会が増えた者の
割合（％）

年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 市民アンケート

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4 3

- -

Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率 -- - -

指標名称
新庄市地域公共交通活性化協議会開催
件数

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 3- - -

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 -- - - - -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

網計画にもとづく事業を実施し、公共交通の活性化を図る。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化に
向けて策定した「新庄市地域公共交通網形成計画（以下、「網計画」と
いう。）」にもとづき、事業を推進する。 事

業
内
容

令和２年度に実施した事業内容
・公共交通の空白地域33地域に対して、アンケート用紙を配布し、その
地区の実態を調査。

対
象

市内全域

01-020112-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）第五条

条例・要綱等 新庄市地域公共交通活性化協議会設置要綱

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項１２目 地域公共交通網形成計画推進事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

総合政策課

政策名 利便性が高く機能的な都市基盤を整備する 担当者 中嶋　祐樹

施策名 機能的交通体系の確立 内線 234

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

事務事業名 地域公共交通網形成計画推進事業 事務事業コード 431-303-12
総
合
計
画

基本目標 社会生活基盤が整い、安全で快適なまち 担当課

改善

R4（目標）

19.0

現状維持

10.0

30.0

1
(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

431-303-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○広告掲載事業所数とHP閲覧数

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

R2

23事業所
(168万円)

4事業所
（48万円）

1,820,219

事務事業名 広報事業 事務事業コード 611-101-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 柿﨑恭平

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 214

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市広報発行規程・新庄市ホームページ管理運用手順

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項８目 広報事業費 予算コード 01-020108-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

行政情報の提供など

事
業
内
容

①毎月2回発行する広報紙では、一般的な行政情報発信にとどまらず、地域に関
するさまざまな情報を発信するよう心がけるとともに、見せ方も工夫した。
②ホームページについては、公開権限を各課長に付与しているため、迅速かつ効
果的な情報発信ができている。
③SNSを活用した情報発信についての検討を行い、令和3年度中に運用を開始す
るための準備を行った。

対
象

全市民など

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

行政の透明化・行政情報の市民との共有化を図り、市政への市
民参加を促進し、「市民の、市民による、市民のための市政」を
推進する。

実
施
形
態

市直営

1,612,873 1,731,458

その他　（

対
象
指
標

指標名称 情報発信できた人の数（延）
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,945,1891,547,195 1,728,715 1,404,279

R2Ｈ27

－
説明（算式等） 年度末人口*広報紙を読む人の割合＋市HP閲覧数＋市DA閲覧数 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 284294 296 300
300

説明（算式等） 達成率 94.7%98.0% 98.7% 100.0%

指標名称 広報紙作成ページ（頁）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

288 280

96.0% 93.3%

Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 広報誌を読んでいる人の割合(％)
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） まちづくり市民アンケート調査結果

R2目標

実績 83.584.2 85.8 87.2 86.1 84.9
100

達成率 83.5%84.2% 85.8% 87.2% 86.1% 84.9%

補
足
説
明

　　　年度
掲載

H26 H27 H28 H29

ＨＰ
7事業所
(46万円)

4事業所
(27万円)

4事業所
（33万円）

H30 R1

広報紙
23事業所
(170万円)

24事業所
(144万円)

25事業所
(167万円)

25事業所
(166万円)

27事業所
(168万円)

22事業所
（168万円）

HP閲覧数 1,958,915 1,516,181 1,697,430 1,367,933 1,455,262

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

6事業所
（52万円）

5事業所
（40万円）

3事業所
（27万円）

1,582,670

13,92011,984 12,840 14,579 13,339

成果（どのような状
態になったか）

毎月2回発行する広報誌では、地域に関する様々な情報をより多く発信するとともに、見せ方も工夫した。その結果、県の広報誌コンクールで入賞するな
どの成果が得られた。また、SNSを活用した広報の拡充について検討し、令和3年度中に実施する目途が立った。

年　　度 R2Ｈ27

14,838

内
　
訳

国庫支出金

事業費　・・・　①

県支出金

2,1601,710 2,000 2,040 2,080

受益者負担

10,274 10,840 12,539 11,259 12,888

その他特財

市報13,850部×12カ月　など 9,930

今後の方向性 理由等

主な歳出の内訳

印刷製本費

1,950

一般財源 11,760

ホームページ管理運営システム賃借料 1,851

賃借料

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-101-12(R1実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○市民アンケート回収率

○実施したパブリックコメントへの意見数

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

Ｒ2

50.8

Ｒ2

11

3意見数 0 0 8 41

実施数 3 7 3

H26 H27 H28 H29 H30年度

4 4

主な歳出の内訳

一般財源 010 0 0 0 0

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

10 0 0 0 0

説明（算式等） 達成率 0.0%220.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0%

R2目標

実績 011 0 0 0 1
5

成
果
指
標

指標名称 まちづくり懇談会などの開催件数
年度 R2H27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 皆さんの声、要望・陳情、広聴件数より 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

R2計画

実績 100100 100 100 100 100
100

活
動
指
標

指標名称 意見・要望に対する回答（対処）率
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

－
説明（算式等） 年度末人口 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 34,52436,833 36,463 36,028 35,465 35,039

その他　（

対
象
指
標

指標名称 市民
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

市行政の課題を解決するため、市民の意見・要望を把握し、市民と行政
の意思疎通を図り、開かれた行政を目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

市民からより多くの意見・要望をいただき、市の行政課題の解決を図
る。

事
業
内
容

文書や電話・メールにより寄せられた市民の声と要望・陳情への対応。
まちづくり懇談会などによる市長を交えた意見交換などを行う。

対
象

市民

01-020115-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項１５目 行政事務連絡調整事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 髙橋正美

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 215

事務事業名 広聴事業 事務事業コード 611-102-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名

H28

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 0

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

市民からより多くの意見・要望をいただくことにより、市の行政課題を把握することができた。

年　　度 R2Ｈ27

H29 H30

回収率 49.5 43.9 45.8 42.1

年度 H26 H27

23

R1

38.5

R1

2

1

38.0

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-102-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
■ ■ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

H27 H28 H29 H30 R1 R2

120 125 118 111 94 -

地区数　212（R2）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

新型コロナウイルス感染拡大防止の
ためR2年度は中止。

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

15,346

使送業務委託料 2,114

15,502

799 区長協議会負担金 83

区長手当 13,661

一般財源 15,05915,397 15,260 15,227

その他特財

784 784

受益者負担

784 784内
　
訳

国庫支出金

県支出金 799

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 15,85816,181 16,044 16,011 16,130 16,301 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

市長と区長が情報共有を行い、地域の声を市政に反映することができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

40.0%55.5% 67.9% 68.2% 28.9% 30.0%

R2目標

実績 2045 19 15 11 15
50

達成率

成
果
指
標

指標名称 上記課題実施数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

38 57

Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

指標名称 区長とのまちづくり会議課題件数（件）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 3881 28 22

R2Ｈ27

212
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 212212 212 212 212 212

その他　（

対
象
指
標

指標名称 区長の人数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

多種多様な課題に対し、地域住民が主体となってその課題解決に取り
組み、その取り組みを通して、協働によるまちづくりに繋がっている。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

市行政情報の周知、地域情報の提供や地域の課題の解決に向けた市
民と行政の橋渡し役を配置することにより、市民と行政の意思疎通を図
る。 事

業
内
容

月２回シルバー人材センターに委託し、区長を通して市民に行政情報を
伝達する。また、「区長と市長のまちづくり会議」において地域の課題や
市政への意見などを受け、市民協働によるまちづくりを目指す。

対
象

区長

01-020107-0900

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市区長規則

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域づくり支援事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

政策名 市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 三宅大輔

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 215

まちづくり会議区長出席者数

事務事業名 区長行政事務 事務事業コード 611-103-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-103-12(R1実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 24

２．事務事業の概要

□ ■ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

公開済み地図情報

1 航空写真・地形図

2 地震防災マップ（揺れやすさマップ）

3 農業振興地域

4 浸水想定区域

5 民生児童委員業務区域

6 都市計画区域、用途地域、準防火地域、市場、土地区画整理事業、都市公園、緑地、都市計画道路、広場、都市河川

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 1,3201,296

公開型地理情報システム(GIS)利用料 1,320

1,296 1,296 1,296 1,296

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 1,3201,296 1,296 1,296 1,296 1,296 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

公開型GISで使用している地図データを更新したことで、最新情報の提供が可能となった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率 80.8%62.3% 86.6% 80.9% 77.8% 72.9%

R2目標

実績 6,4624,987 6,931 6,475 6,227 5,828
8,000

成
果
指
標

指標名称 公開型webGIS年間閲覧数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率 60.0%60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0%

R2計画

実績 66 6 6 6 6
10

活
動
指
標

指標名称
公開型webGISで情報提供している主題
データ数（件）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 市内の地理情報を利用しようとする者
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

常時インターネットを介して、最新の地理情報を閲覧・利用できる状態に
保つ。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

市が保有する地理情報の中で、公開可能な防災情報や教育情報、生
活情報などをインターネット上で閲覧できるようにし、市民等の利便性の
向上を図る。 事

業
内
容

インターネット技術と公開型webGIS技術を活用し、市のホームページ上
で閲覧できるようにする。
　提供サーバは、委託先のAＳＰサービスを利用する。

対
象

インターネット利用環境のある方。

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項９目 電算管理事業費 予算コード

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 425

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 総合政策課

政策名 市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 小野一樹

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 公開型GIS運用事業 事務事業コード 611-104-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-104-12(Ｒ01実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

・稼働システム一覧：住民記録システム他29システム

・設置端末の不具合の際の対処、設定確認【R2　恒常的に発生】

・ウィルス感染端末発生時の原因追究及びフルスキャン等の対処（ウィルスはセキュリティソフトにより自動削除される。）【R2　0件】

・業務システムの月例プログラム提供に伴う立会い及び提供後の設定確認【R2　27回】

・端末に付随する部品（キーボードやマウス）の簡易修繕、交換【随時】

・各種サーバー管理　毎日の点検及びエラー表示の際の対処

・臨時電算処理（時間外使用申請112件、職員ＩＤ発行38件、データ使用申請29件、ソフトウェア導入17件　その他）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

75,517

8,935

通信費及び手数料 74

委託料 17,684

負担金及び交付金

78,444

使用料及び賃借料 60,439

需用費 2,490

一般財源 83,73371,804 81,848 75,674

その他特財 2,6222,575 2,575 2,575 2,575 2,575

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金 3,26721,545 13,256 576 2,391

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 89,62295,924 97,679 78,825 78,092 83,410 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

軽微な端末の不具合に対しては職員が対応し、不具合の状況によってはベンダーへ連絡を取り対応した。また、週１回のベンダーに
よる終日サポートを実施することにより、業務への支障を最小限にとどめることができた。毎月最新データの更新を行った。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-

R2目標

実績 -
-

達成率

成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

100 100

100.0% 100.0%

Ｈ30 R1

100
説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0%

指標名称 電算稼働率　（％）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 100100 100 100

R2Ｈ27

395
説明（算式等） 4月１日時点 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 395351 351 387 387 393

その他　（

対
象
指
標

指標名称 庁内設置端末数（基幹系・情報系）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

事務処理の迅速化による市民の待ち時間の短縮、職員の事務処理負
担軽減、事務処理ミスの防止

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

業務の多様化、高度化に対応する為、事務処理を電算化する事で処理
の効率化を図る

事
業
内
容

各種業務をデータベース化し、クライアントサーバ方式により電
算化を行った。
使用機器に関してはリース、システム（業務ソフト）はレンタルに
より運用した。
また、大量一括処理業務に関しては、経費節減を目的に、アウ
トソーシング処理を行った。対

象

１．電算化された市民向け業務
２．市職員における伝票事務　また、財政・会計担当部署の予算編成、
執行管理、決算処理等の電算化された業務

01-020109-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項９目 電算管理事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 小野一樹

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 425

事務事業名 電子計算組織維持管理事業 事務事業コード 611-108-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-108-12(R1実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
□ □ □
□ ■ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

施設予約サービス（施設空き状況）　公開施設一覧

①新庄市体育館 ⑤新庄市武道館 ⑨市民文化会館

②新庄市民球場 ⑥新庄市福田運動広場 ⑩市民プラザ

③新庄市陸上競技場 ⑦新庄市横根山運動広場 ⑪わくわく新庄

④新庄市テニスコート ⑫雪の里情報館

※上記７つの施設の予約状況の入力は新庄市体育協会 ※上記施設の予約状況の入力は各施設担当者が入力する

⑧山屋セミナーハウス

※上記施設の予約状況の入力は山屋有志会

※公開施設の各管理者からの問い合わせ対応、会館及び貸し施設の設定等の保守業務

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

□

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 337288

新電子申請システム運用等に関する負担金 337

304 331 337 335

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 337288 304 331 337 335 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

各施設から、施設予約サービス開始に向けての課題・問題点について聞取りを行った。その解決策を施設担当者と共
有しながら、令和３年度のサービス開始を目指す。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2目標

実績

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率 0.0%0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

R2計画

実績 00 0 0 0 0
5

活
動
指
標

指標名称 電子申請届出率　（％）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績

その他　（ 山形県電子申請推進協議会

対
象
指
標

指標名称
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

申請手続の電子化による行政手続の簡素・効率化 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

住民票や納税証明書などの行政手続きについてインターネットを通じて
24時間体制で受付を行う事で住民の多様なニーズに応える事を目的と
する 事

業
内
容

県・県内全市町村で運営する「山形県電子申請推進協議会」へ参加し、
協議会内でシステムの構築を行い、運用した。

施設予約状況の公開について、平成26年4月21日から市体育施設の予
約状況がインターネットを通じていつでも確認できるように施設空き情報
を公開した。
また、市生涯学習施設についても平成27年4月1日から施設空き情報を
公開した。

対
象

電子申請を行おうとする市民・団体
施設予約を行おうとする市民・団体

01-020109-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項９目 電算管理事業費 予算コード

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 426

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 総合政策課

政策名 市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 後藤信之

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：行政事務デジタル化推進事業

事務事業名 山形県電子申請システム整備運営事業 事務事業コード 611-109-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

■

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-109-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

令和元年度中

①「新庄市情報化計画」内の「第４章　施策の具体的な展開」の中で、関係課と具体的な計画設計を開始した事業

・納税の電子化について

・議会のICT化の促進について

令和２年度中

①「新庄市情報化計画」内の「第４章　施策の具体的な展開」の中で、関係課と具体的な計画設計を開始した事業

・電子決裁システムの導入について

・防災行政無線のデジタル化について

・公共施設予約システムの整備について

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

■ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：行政事務デジタル化推進事業

事務事業名 情報化計画管理事業 事務事業コード 611-110-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 後藤信之

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 426

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項９目 電算管理事業費 予算コード 01-020109-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

ICTのめざましい進展に伴い、今後の地域情報化を進めるために策定し
た基本計画の見直し。「行政サービスの向上」「産業活性化の推進」「行
政事務の効率化」「情報化施策実現のための環境整備と有効活用」を
目的とする。

事
業
内
容

平成18年度に策定した計画を元に、各課と調整を行いながら、事業展
開を推進した。さらに、平成26年4月から令和4年3月までを計画期間とし
た「新庄市情報化計画」を策定した。今後も、地域の情報化を取り巻く環
境の変化や市民ニーズを優先した質の高い行政サービスを提供するた
め、ICTを活用した地域の情報化に取り組んでいく。

対
象

市民、企業・団体及び各課行政職員

目
指
す

状
態

計画的に諸施策や事業を展開していくことにより、多種多様な情報媒体
を活用した情報受発信サービスや情報そのものの充実、さまざまな申
請などが自宅からできるシステムの拡充、更なる情報セキュリティの強
化、情報リテラシー向上等を目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 －
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績
説明（算式等） 達成率

活
動
指
標

指標名称
情報化計画の検証と推進のために着手
した具体的な施策数

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 35 2 2 1 2 ２９年度
計画見直し説明（算式等） 達成率

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績
説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

現行の新庄市情報化計画の実施状況について各関係課にヒアリングを実施し、令和３年度中の実施可能な事業の確
認を行った。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 00 0 0 0 0 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

0 0 0 0

その他特財

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-110-12(R1実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

国委託統計調査事務事業

※令和元年度 ※令和２年度

①令和元年学校基本調査 ①令和２年学校基本調査

②令和元年工業統計調査 ②令和２年工業統計調査

③令和元年全国家計構造調査 ③令和２年農林業センサス

④令和元年農林業センサス ④令和２年国勢調査

⑤令和２年国勢調査準備事務 ⑤令和２年経済センサス－活動調査準備

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

指導員・調査員、県との連絡のやり取り、調査票回収会、精度の高い調査票提出までの審査、県への提出、エラーへの回答などがある。

※各統計調査事務においては、調査員の選定、推薦、説明会の開催、調査用品等の仕分けと配布、実査中の問い合わせへの対応

主な歳出の内訳

工業統計調査 181

事務事業名 指定統計調査事業 事務事業コード 611-111-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 後藤信之

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 426

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 統計法第３条、４条、８条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款５項１目 統計調査総務費 予算コード 01-020501-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

国や地方公共団体等の政策の基礎資料とするため、社会情勢を正確
にデータ化する。

事
業
内
容

主に登録統計調査員から調査員を選任して、調査員が調査対象へ調査
票を配布・回収する。さらに職員がその内容を審査し、その結果集めら
れた調査票やデータを集計して国・県に報告した。

対
象

個人、事業所

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

統計法に基づき各種統計調査を実施し、国、県へ精度の高い調査書類
を提出する。

実
施
形
態

市直営

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績

R2Ｈ27

説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 55 3 4
国勢調査

説明（算式等） 達成率

指標名称
委託統計調査数　（件）（準備事務・集計
事務を含む）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

3 5

Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2目標

実績

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

調査員による正確な調査と指導員による担当調査員の支援・指導及び調査票の正確な審査、そして、市との連携を取
りながら、精度の高い調査を実施することができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 14,84313,855 2,723 1,727 3,897 5,914

内
　
訳

国庫支出金

県支出金 14,84313,855 2,723 1,727 3,897 5,914

受益者負担

0 0

□ 分割

2140 0

その他特財 14,401

一般財源 00

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

学校基本調査 23

当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

国勢調査

経済センサス－活動調査準備

24農林業センサス

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-111-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

令和２年度の審議会の開催はなし。

・現委員の任期満了に伴う委員改選を行い、委員５名のうち、新任１名を任命した。

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

15 15

新庄市個人情報保護審議会委員報酬（5名分） 15

一般財源 1512 15 0

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 1512 15 0 15 15 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

個人情報保護を担当している行政書士に委員になっていただいた。今後の審議事例について、より精度の高い答申
が可能となった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

R2目標

実績

達成率

成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

1 1

Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

指標名称 審議会開催数　（回）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 01 1 0

R2Ｈ27

説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績

その他　（

対
象
指
標

指標名称
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

個人情報の有用性に配慮しつつ、条例に基づき適正な個人情報の保護
を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護するため、条
例に基づき適正な個人情報の保護を図ることで、誰もが安心して高度
情報通信社会の便益を享受できるようにする。 事

業
内
容

個人情報の取り扱いに関し、疑義が生じた場合、あるいは条例に該当
する事項が発生した場合は、個人情報保護審議会を開催し、その取り
扱いについて協議する。

対
象

新庄市が保有する個人情報ファイル（個人情報を記録した文書やデー
タ）
新庄市個人情報保護審議会

01-020109-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 個人情報の保護に関する法律　第５条、第１１条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項９目 電算管理事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 後藤信之

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 426

事務事業名 個人情報保護事務 事務事業コード 611-112-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-112-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

H27 H28 H29 H30 R1 R2

2 1 1 1 0 1

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

助成制度を活用し、コミュニティ組織の施設・設備等の整備を図ることで、活動の促進や連帯意識の向上を図ることができた。

年　　度

事務事業名 地域コミュニティ活性化推進事業 事務事業コード 611-202-12
総
合
計
画

コミュニティ助成採択件数

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 小野　聖理佳

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 217

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域づくり支援事業費 予算コード 01-020107-0900

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

宝くじの社会貢献広報事業として、コミュニティ活動の充実・強化を図る
ための事業の支援として助成金を交付し、地域社会の健全な発展と住
民福祉の向上を図るもの。 事

業
内
容

一般財団法人自治総合センターが実施している宝くじの社会貢献広報
活動としての地域づくり等へのコミュニティ組織への助成を行うコミュニ
ティ助成事業について、新庄市内のコミュニティ組織からの希望を取り
まとめて申請し、助成が決定した団体に対して助成金を交付し、当該事
業の広報を行う。助成を通してコミュニティ組織の活動が活発化するよう
支援する。対

象

市及び地域のコミュニティ組織（自治会、町内会等）

目
指
す

状
態

組織内で協力して申請書作成に取り組むことにより、当該組織の企画
立案能力、交渉能力、プレゼンテーション能力等潜在能力が引き出さ
れ、自治意識や連帯意識が醸成されている。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
市及び地域のコミュニティ組織（自治会、
町内会等）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 1310 9 9 9 12
13

説明（算式等） 申請団体数 達成率
活
動
指
標

指標名称 コミュニティ助成事業広報回数　（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 13 2 2 2 1
2

説明（算式等） 募集案内及び結果紹介 達成率 50.0%150.0% 100.0% 100.0% 100.0% 50.0%
成
果
指
標

指標名称 採択件数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 12 1 1 1 0
1

100.0%200.0% 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

H21～H26

13

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 2,50017,500 2,200 2,500 2,500 0 主な歳出の内訳

R2

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

0

0 0 0 0

その他特財 2,50017,500 2,200 2,500 2,500

コミュニティ助成事業補助金 2,500

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-202-12（R1実績評価）



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

認可団体数

H27 H28 H29 H30 R1 R2

0 0 1 0 0 0

認可団体総数 52

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

H3～H26

51

消耗品費 1

分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

分割後の事務事業名：

0 0 0 0

1

その他特財

4 1 1 3 3受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 14 1 1 3 3 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

認可地縁団体の証明書を速やかに発行することによって、地域活動を促進する事ができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2目標

実績

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 回数 達成率

R2計画

実績 00 0 1 0 0
0

活
動
指
標

指標名称 区長等への制度周知徹底
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

52
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 5251 51 52 52 52

その他　（

対
象
指
標

指標名称 地縁団体(認可団体数)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

地縁団体所有でありながら個人名義となっている不動産が当該地縁団
体名義となり、相続等の権利関係のトラブルを未然に防ぐ。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

共同活動に必要な不動産の登記を必要とする地縁による団体が、法律
上の要件を具備するものとして市町村長の認可を受けた場合におい
て、登記を可能とすることにより、その活動基盤の安定を図る。 事

業
内
容

地縁団体認可手続きの助言を行い、速やかに審査及び認可し、地縁団
体の活動を促進する。
また、申請に基づき、地縁団体証明書を交付する。

対
象

地縁による団体

01-020107-0900

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 地方自治法第２６０条の２

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域づくり支援事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 小野　聖理佳

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 217

事務事業名 地縁団体認可事務 事務事業コード 611-203-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-203-12(R1実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
□ ■ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

●協働に関する研修(人）

6

1

1

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

新規採用職員研修

事務事業名 協働推進事業 事務事業コード 611-301-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 三宅　大輔

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 215

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域づくり推進事業費 予算コード 01-020107-0900

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

協働推進計画に掲げた事業の実施を通して、市民や市職員に対して
「協働」の考え方を浸透させる。

事
業
内
容

協働推進計画（平成27年度～平成31年度）に掲げた事業の成果・検証
作業に取り組む。

対
象

市民・町内会・ＮＰＯ法人・民間企業等と行政。

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

行政や町内会が、各種団体、ＮＰＯ、企業など、地域を構成する様々な
主体と協力しながら、単独では解決できない地域課題を協働の手法で
解決する。

実
施
形
態

市直営

30,260 29,897

その他　（

対
象
指
標

指標名称
市民・町内会・ＮＰＯ法人・民間企業等と
行政。

年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績 29,61331,437 30,794 30,487

R2Ｈ27

説明（算式等） 18歳以上の市民(まちづくりアンケート対象） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 4942 36 46
50

説明（算式等） 事務事業評価（実施形態） 達成率 98.0%84.0% 72.0% 92.0%

指標名称 協働により取組まれている事業数

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

43 50

86.0% 100.0%

Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 協働関係研修受講者数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 協働に関係する研修等の職員受講者数

R2目標

実績 860 28 26 19 11
280

達成率 2.9%21.4% 10.0% 9.3% 6.8% 3.9%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

協働推進計画の実施により、職員に「協働」の意識づけが図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 30214 230 280 277 105 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

40

その他特財 56

市民協働推進委員報酬 30

一般財源 30158 190 280 277 105

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

市町村アカデミー

市町村研修所

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 第5次総合計画の施策体系内外ともに含まないが、令和３年度以降も継続して実施

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-301-12(R1実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
□ ■ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

※令和2年度　新型コロナウイルス感染拡大防止の為、訪問を控えた。

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

0 0一般財源 0

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 00 0 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

行政情報の提供や地域情報の収集を実施することで、情報を共有し地域コミュニティの活性化につながるといった成果が得られるが、令和２年度は新
型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、区長訪問を実施せずに書面でのやりとりを行い、情報の共有を図った。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

83.3% 16.6%

R2目標

実績 －5 1
6

達成率

成
果
指
標

指標名称 訪問時、情報提供数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

3 1

100.0% 33.3%

Ｈ30 R1

3
説明（算式等） 達成率

指標名称 訪問回数
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 －

R2Ｈ27

説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 －212 212

その他　（

対
象
指
標

指標名称 訪問地区数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

行政情報の提供や地域情報の収集をし、地域課題の解決に向けた話
合いをすることで、地域が活性化する状態。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

地域コミュニティの活性化のための一つの手法として実施するものであり、地域の
実態及び課題を把握するとともに、公共の課題の解決に向けて、地域住民と共に
課題を共有し、地域と行政が協力して取り組むことで、安全・安心な地域の実現を
目指すことを目的とする。

事
業
内
容

目的の達成のために、町内活動や地域課題等の状況を把握し、地域課
題の解決に向けた支援や行政課題として解決すべきものを見つけるた
めに必要となる情報について、区長を通じて情報収集を行うとともに、地
域課題の解決に向けた助言等を行う。

対
象

区長

01-020107-0900

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市地域担当職員制度実施規程

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域づくり推進事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 三宅　大輔

施策名 まちづくり活動に参加しやすい環境の整備 内線 215

事務事業名 地域担当職員制事務 事務事業コード 611-304-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

611-301-12(R1実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 23

２．事務事業の概要

■ □ □
□ ■ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

令和2年度の実績

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 2732,042

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

連合組織においては、地域課題解決に向けた事業実施を通じ、地域の現状について話し合い、現状を共有するなどの取り組みが生
まれ、自ら地域課題を解決していこうという意識が育っている。

年　　度 R2

事務事業名 地域づくり支援事業 事務事業コード 612-301-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 小野　聖理佳

施策名 世代間の交流と市民主体のまちづくりの推進 内線 217

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市地域づくり推進交付金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域づくり支援事業費 予算コード 01-020107-0900

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

少子高齢化・人口減少社会において、互いに支えあい協力しあえる自
治組織を地域住民自ら再構築を行うことに対して支援を行い、そのこと
により、地域力の向上を図る。 事

業
内
容

連合組織を選定し、地域内の課題や魅力を委託事業として全戸調査す
る。調査結果を取りまとめ、後年、地域づくりに活用する。

対
象

複数の地区が連携し、性別年齢を超えた話し合いの場を構築、地域づく
りの活動につなげられる地区を連合組織として選定。

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

地域の課題や魅力を確認し、互いに支えあう自治組織を再構築する。 実
施
形
態

市直営

212 212

その他　（

対
象
指
標

指標名称 区長（各町内）
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 212212 212 212

R2Ｈ27

212
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 1312 12 12
20

説明（算式等） 達成率 65.0%60.0% 60.0% 60.0%

指標名称 連合組織数

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

12 13

60.0% 65.0%

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 事業実施町内数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

Ｒ2目標

実績 6462 62 62 62 64
85

達成率 75.3%72.9% 72.9% 72.9% 72.9% 75.3%

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

1,002 2,011 568 591

内
　
訳

国庫支出金 788

受益者負担

その他特財

一般財源 568

県支出金

主な歳出の内訳

通信運搬費　40,570円/4 10

591

5

消耗品費　　158,739円/4 40

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

2731,254 1,002 2,011

　平成24年度からの地域づくりによる連合組織は合計13団体であり、令和2年度は、コロナ禍の影響により川西町町内会に
おいてのみ実施されたが、地域調査で抽出された地域課題解決のため、地域づくり推進交付金を活用しながら、住民活動
に関する問題意識の共有化や地域資源の再発見の取組み等を通し、住民相互の交流親睦を行いながら、地域づくりの機
運醸成を図った。

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

140

交付金（1地区）　78,531円 78

分割後の事務事業名：

負担金　　140,000円

燃料費　　　　18,229円/4

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

612-301-12(R01実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

2

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○過去の申請・決定件数 ○認定された構造改革特区

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ21 Ｈ24 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ30 R1 R2 H17
提案 1 1 ○認定された地域再生計画

申請 1 Ｈ21

認定 1 H24
提案 1 Ｈ27
申請 1 1 1 1 1 Ｈ28
認定 1 1 1 1 1 H30

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

構造改革特区

地域再生計画

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 0

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

令和2年度の申請はなかった。

年　　度 R2

事務事業名 構造改革特別区域計画及び地域再生計画事業 事務事業コード 612-302-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 齋藤泰良

施策名 世代間の交流と市民主体のまちづくりの推進 内線 234

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 構造改革特別区域法第４条、地域再生法第５条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 企画政策事業費 予算コード 01-020107-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

地域の特性に応じた産業の集積や新規産業の創出による地域
の活性化

事
業
内
容

構造改革特別区域計画（Ｈ14～）、地域再生計画（Ｈ17～）を周
知し、要望があれば個別に相談に応じ、意図に沿うものであれ
ば市より申請書を内閣府に提出する。

対
象

民間事業者、ＮＰＯ法人、個人、地方公共団体等

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

構造改革特別区域計画、地域再生計画の周知と相談対応、提
案・実施希望があった場合の目的・意図を反映した申請書の提
出

実
施
形
態

市直営

その他　（

対
象
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績

R2Ｈ27

－
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 01 1 0
－

説明（算式等） 構造改革特別区域計画及び地域再生計画申請件数 達成率

指標名称 特区・再生計画申請件数　（回）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

1 0

Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2目標

実績
－

達成率

Ｈ29 Ｈ30 R1

0 0 0 0 0

Ｈ27 Ｈ28

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

0 0 0

主な歳出の内訳

その他特財

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00 0

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

飛躍に向けた新庄市みらいＩＴ人材育成特区（Ｈ19特例措置適用のため認定取消）

最上のポテンシャルを活用した雇用創出チャレンジプラン

「もがみ」の新たな産業の芽吹きと人づくりによる雇用創出プラン

人口減少に立向う最上の産業ポテンシャルを引き出す雇用創出プラン

ユネスコ無形文化財遺産登録を契機とした「まつりと雪のふるさと新庄」ブランディングプロジェクト

若者の地元定着・回帰促進プロジェクト

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

612-302-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 30

２．事務事業の概要

■ □ □
□ ■ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

1,086

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

内
　
訳

国庫支出金 212

23

需用費 60

使用料・賃借料

旅費 16

報償費 280

一般財源 1670 0 0 1,079

主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担

1,078 1,596

県支出金

事業費　・・・　① 3792,157 2,682

補
足
説
明

令和２年度の実績

【研修会参加人数】
   １１月 ６日　明倫地区  ２５名
　　　　　　　　　新庄地区　１１名
　　　　　　　　　八向地区　　９名
　  １１月７日　日新地区　２４名
　　　　　　　　　萩野地区　１１名
　　　　　　　　　　　計　　　 ８０名

成果（どのような状
態になったか）

R1 事業費の算出根拠（R2）年　　度

0.0%

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

Ｈ28

少子高齢化が進行する中、地域づくりについて研修会を通じ地域の現状について話し合う場を設定し、今後さらに課題になるであろ
う「高齢者の通院・買い物支援と雪処理」について、自ら解決していこうという意識が醸成されてきた。

5
説明（算式等） 達成率 0.0%0.0%

Ｈ27 R2目標

実績 00 0

成
果
指
標

指標名称 地域づくり協議会設立数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 達成率

Ｈ29

6 6

Ｈ30 R1

5
120.0% 120.0%

R2

100.0%

指標名称 研修会
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 5

R2Ｈ27

212
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 212212 212

その他　（

対
象
指
標

指標名称 区長（各町内）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

地域の課題や魅力を確認し、互いに支えあう「地域づくり協議会」を設立
する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

　２１２の町内会を５つの中学校単位に分けた上で、それぞれの地域に
「地域づくり協議会」を設置し、町内会よりも広い地域活動ができる仕組
みづくりを行っていくため。 事

業
内
容

　地域活動の必要性、地域づくりの手法等を理解するための「研修会の
開催」や、地域の現状を把握し、取り組み課題を理解するための「ワー
クショップの開催」、地域づくり協議会の設立・運営等の支援、地域づくり
計画の策定への支援を実施する。

対
象

町内会

01-020107-0900

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域づくり支援事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

市民が参画し、世代間の交流を図りながら、地域の特性を活かしたまちづくりを行う 担当者 髙橋　正美

施策名 世代間の交流と市民主体のまちづくりの推進 内線 215

事務事業名 地域づくり協議会設立運営支援事業 事務事業コード 612-303-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

612-303-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ ■ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○評価件数の推移

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2

380 395 392 407 417 414 419 420 429 425 430 432 443 446

61 61 61 - 45 45 45 45 - 46 46 46 46 -

- - - 5 10 10 8 8 - 21 24 24 18 15

※Ｈ27は総合戦略策定のため施策評価・外部評価が未実施、Ｈ28以降は新庄市総合計画審議会による評価を外部評価として実施。

※R２は第５次総合計画策定時に事務事業の見直しを行っているため、未実施

45 46 46 -

283 281 303 284

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

■ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：総合計画管理事業（総合計画管理事業と行政評価推進事業を統合）

事業年度

事務事業評価

施策評価

外部評価（市民評価）

成果指標が維持・向上した施策数

評価した事業総数

※成果指標については、毎年秋に実施する施策評価が終
了した段階で確定する。

事務事業名 行政評価推進事業 事務事業コード 621-102-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 笹原　孝一

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 234

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市行政評価実施規程

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 企画政策事業費 予算コード 01-020107-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

市政の説明責任、透明性の確保、効率化、職員政策形成能力の向上、
予算への活用を図る。

事
業
内
容

○行政評価の実施による業務改善
・事務事業評価（実績評価）
・施策評価
○行政評価推進委員会による評価方法等の検討

対
象

市で実施した事務事業及び施策

目
指
す

状
態

まちづくり総合計画の将来像実現のため、目標指標の達成状況を分
析・評価し、行政資源の選択と集中を行なう。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 事務事業数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 446429 425 430 432 443
説明（算式等） 達成率

活
動
指
標

指標名称 評価実施回数　（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 33 3 3 3 3
3

説明（算式等） 内部評価、外部評価の実施回数 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 成果が維持・向上した施策の割合（％）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 -- 97.83% 97.83% 100.00% 100.00%
100%

説明（算式等） 成果指標が維持・向上した施策数／全施策数 達成率 ※下記説明※下記説明 45/46 45/46 46/46 46/46

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

評価を行うことにより、行政の説明責任と透明性の確保、行財政の効率化推進、職員の政策形成能力の向上に寄与した。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 00 0 0 0 0 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

0 0 0 0

その他特財

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-102-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 20

２．事務事業の概要

■ □ ■
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

年度

27

28

29

30

Ｒ1

R2

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

事業費　・・・　①

736,739,454

681,263,382

144,266

59,486

28,879

内
　
訳

国庫支出金

一般財源

年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

363,360,000

1,543,776,000

54,581

47,377

事務事業名 新庄市まちづくり応援寄附金推進事業

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 地域振興事業費

事務事業コード 621-103-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 五十嵐　隆志

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 214

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 地方税法

条例・要綱等 新庄市まちづくり応援寄附金条例、新庄市まちづくり応援寄附金条例施行規則

予算コード 01-020107-0103

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度

本市のまちづくりを応援しようとする人々からの寄附金を活用し、寄附者
の意向を反映した施策を推進することにより、魅力あるまちづくりに資す
ることを目的とする。 事

業
内
容

まちづくり応援寄附金希望者を募り、円滑に納付いただく。頂いた寄附
金については基金に積み立て、寄附者の希望に応じた事業の財源とし
て活用する。

対
象

全ての人（主として新庄市ゆかりの他市町村在住者）

全部委託 一部委託目
指
す

状
態

地元出身者に限らず本市のまちづくりを応援しようとする人々からでき
るだけ多くの寄附をいただき、魅力あるまちづくりに資する。

実
施
形
態

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

市直営

23,224 23,340

その他　（

対
象
指
標

指標名称 ふるさと納税全国寄附件数（千件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

300,000
実績 未発表7,260 12,711 17,302

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

説明（算式等） 総務省調べ 達成率

R2計画

実績 119 15 16
10

達成率 110.0%90.0% 150.0% 160.0%

R1

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

10 10

100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 寄附件数（件）
年度

活
動
指
標

年度
指標名称 周知広報の回数（回）

説明（算式等） ポータルサイト広告、DM、メディア掲載 など

Ｈ30 R1 R2目標

実績 144,26614,512 54,581 47,377 59,486 28,879
30,000

説明（算式等） 総合政策課調べ 達成率 480.9%48.4% 181.9% 157.9% 198.3% 48.5%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響や、リピーターが増加したことなどにより寄附件数・寄附金額ともに過去最高となった。
本市を応援してくれる方が増加することにより、魅力的なまちづくりをさらに加速できるものと考える。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

1,536,24896,080 660,011 604,412 558,927 198,706

その他特財

受益者負担

県支出金

1,536,248

通信運搬費 161,961

今後の方向性

主な歳出の内訳

報償費 456,917

096,080 0 0

理由等

224,370

0 0

660,011 604,412 558,927 198,706

170,194,349

寄付金総額(円) 寄附件数(件)

14,512

771,690,000

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

委託料

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-103-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

◎政策調整会議

市長、副市長、教育長、部門統括課長（総務、民生、産業、建設、教育）、財政課長、総合政策課長

◎部門別課長会

総務部門（総務課、総合政策課、財政課、税務課、会計課、議会事務局、選挙管理委員会事務局、監査委員事務局）

民生部門（市民課、成人福祉課、子育て推進課、健康課）

産業部門（農林課、商工観光課、農業委員会事務局）

建設部門（環境課、都市整備課、上下水道課）

教育部門（教育総務課、学校教育課、社会教育課）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00 0 0 0 0

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 00 0 0 0 0 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

市政の重要事項について各部局相互の連絡調整が図られ、行政を効率的に推進することができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2目標

実績

成
果
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2計画

実績 1811 11 15 10 11

活
動
指
標

指標名称 政策調整会議開催数　（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

政策、施策等を実施するための方針を決定し、具現に向けた総合的な
調整を常に図かる。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

市政の重要事項について市長の意思決定を補佐し、部局間相互の連
絡調整を図り、行政を効率的に推進する。

事
業
内
容

原則毎月１日に部門別課長会を開催し、各部局相互の連絡調整を図
る。
毎月２５日に政策調整会議を開催し、市政の重要事項について審議し、
市長の意思決定を補佐する。

対
象

施政方針及び実施する政策、施策等に関する重要事項

01-020101-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項１目 職員給与費 予算コード

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 236

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 総合政策課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 井上　徹

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 政策形成推進事務 事務事業コード 621-107-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-107-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

● 始期 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ ■ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

【まちづくり総合計画（第４次新庄市振興計画）】

○基本目標

○将来像実現のために いきいきと働き、活力とにぎわいのあるまち ○将来像

みんな健康で、笑顔あふれるまち

ふれあい、学びあい、心をつなぐまち

社会生活基盤が整い、安全で快適なまち

自然と共生し、環境にやさしいまち

※１８政策、４６施策、３重点プロジェクトにより目標実現を目指す。

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

□

通信運搬費 36

総合戦略事業の効果検証において、総合計画審議会委員より意見をいただき事業の改善に繋げることができた。

10

主な歳出の内訳

委員報酬 186

会場借上料

謝金 50

282578 106 119 199 202

106 119 199 202

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 国勢調査 達成率 93.1%99.7%

R2目標

実績 34,44536,904 - - - -
37,000

成
果
指
標

指標名称
新庄市人口
※Ｒ２は速報値

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 行政評価に関する部会分は除く 達成率

R2計画

実績 52 2 1 3 3
－

活
動
指
標

指標名称 審議会開催回数 （回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

46
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 4645 46 46 46 46

その他　（

対
象
指
標

指標名称 施策数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

第４次振興計画基本構想に掲げる将来像が実現されている状
態。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

第４次新庄市振興計画の推進のため進行管理を行う。

事
業
内
容

第４次新庄市振興計画の進行管理手法の一つとして、総合計
画審議会において行政評価結果に基づき計画実現に向けた協
議を行う。

対
象

令和２年度までの第４次新庄市振興計画。

01-020107-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市総合計画策定条例、新庄市総合計画審議会条例、新庄市総合計画審議会条例施行規則

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 企画政策事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 松原　知子

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 236

事務事業名 総合計画管理事業 事務事業コード 621-108-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名

自然と共生　暮らしに活力
心豊かに笑顔輝くまち　新庄

協働による誇りもて
るまちづくりを進め、
計画を実現します

（推進手法）

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 282578

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

■ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：総合計画管理事業（総合計画管理事業と行政評価推進事業を統合）

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-108-12(R1実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

【会議等】

○政策企画会議 9回

○政策企画担当者会議 1回

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 特定事業企画事務 事務事業コード 621-109-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 井上　徹

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 236

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 企画政策事業費 予算コード 01-020107-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

第４次振興計画の施策を具体化する効果的な事業の企画立案の所管
部門への働きかけと立案後の予算化から実施、検証及び改善対策の
管理を行う。 事

業
内
容

重点プロジェクト推進のため、事業内容・規模、実施年度、事業費、実施
手法等について所管課と協議調整を図り、計画から予算化まで円滑に
事務を進める。
市長との情報共有を行うため、政策企画会議を開催する。
計画策定、業務調整等を行うための会議を開催する。
他課に属さない新たな検討課題について、事業化するまでの間、調査・
研究を行う。

対
象

令和２年度までの第４次新庄市振興計画の重点プロジェクト施策展開
にかかる事務事業

目
指
す

状
態

第４次振興計画基本構想に掲げる将来像が実現されている状態。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 －
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績
説明（算式等） 達成率

活
動
指
標

指標名称 事業担当課との協議回数（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 1020 14 11 13 12
説明（算式等） （政策企画会議・特定事業協議回数） 達成率

成
果
指
標

指標名称 －
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績
説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

事業所管課との協議調整等により各種事務事業が進展した。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 01,620 0 0 0 0 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

0 0 0 0

その他特財

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 01,620

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-109-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

土地売買等届出件数の推移

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 H28 H29 H30 R1 R2

1 2 0 9 2 1 1 1 8 0 6 9 4 4 6 3 4 9 0

【届出要件】

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

国土利用計画法により、一定面積以上の土地（都市計画区域内で5,000㎡以上、都市計画区域外で10,000㎡以
上）に関し、売買契約や権利金を伴う賃貸借契約等を締結した場合には、その権利を取得した者は２週間以内に
届け出なければならないこととされています。

事務事業名 国土利用計画法事務 事務事業コード 621-110-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 笹原　孝一

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 236

土地利用規制等啓発用パンフレット印刷代

需用費

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 国土利用計画法第２３条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 企画政策事業費 予算コード 01-020107-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

総合的、長期的な観点に立って、公共の福祉の優先、自然環境の保全
が図られた国土の有効利用を図るため。

事
業
内
容

届出者より提出された土地売買届出書を受理し、審査、進達する。
その他、無届取引の有無の確認や、過去の届出案件に係る利用実態
調査などを行う。

対
象

土地売買による権利取得者。

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

国土利用計画法に基く土地売買届出書等の適正な届出による適正な
土地利用を図る。

実
施
形
態

市直営

- -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 土地売買に係る権利取得者
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績 -- - -

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 04 6 3
-

説明（算式等） 一定の要件を越える規模の土地取引の際の届出件数 達成率 -- - -

指標名称 土地売買届出等件数　（件）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4 9

- -

Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2目標

実績
-

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

国土利用計画法に基く土地売買届出書等の届出は無かった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 7582 36 89 95 95

内
　
訳

国庫支出金

県支出金 7582 0 95 95

主な歳出の内訳

その他特財

89

一般財源 00 36 0 0 0

※対象指標、活動指標における目標値については、受動的な事務であるため記載しないこととする。

27

受益者負担

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他 施策体系外事業

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-110-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

● 始期 H27 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ ■ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

活用した地方創生関連交付金

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00

主な歳出の内訳

0 0 0 0

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費　・・・　① 00 0 0 0 0

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

「新庄市総合戦略」を効果的に推進するため、前年度に引き続き、地方創生推進交付金を活用し事業を実施した。また、新たな「第５
次新庄市総合計画」を踏まえ、人口減少対策と地域活性化に重点を置いた「第２期新庄市総合戦略」を策定した。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 10月1日基準 達成率 94.2%99.7% 98.5% 97.3% 96.0% 94.6%

R2目標

実績 34,87036,894 36,431 35,997 35,515 35,004
37,000

成
果
指
標

指標名称 新庄市人口
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2計画

実績 55 4 4 6 6
－

活
動
指
標

指標名称 審議会、評価部会開催回数 （回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

17
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 1717 17 17 17 17

その他　（

対
象
指
標

指標名称 推進施策数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

新庄市総合戦略に定めた数値目標が達成されている。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

新庄市総合戦略の推進のため進行管理を行う。

事
業
内
容

本市における人口減少の克服とまちの活性化を進め、「笑顔輝くまち新
庄」の実現に向け、「新庄市総合戦略」を策定する。また、戦略の着実な
推進のため、新庄市振興計画審議会において実施事業の効果検証及
び総合戦略の進捗確認･見直しのための協議を行う。
総合戦略推進事業を実施するための財源確保に向け、地方創生推進
交付金等に関する事務を行う。対

象

新庄市総合戦略を推進するための取り組み

01-020116

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 まち・ひと・しごと創生法

条例・要綱等 まち・ひと･しごと創生総合戦略、新庄市総合戦略、新庄市人口ビジョン

予算・事務事業名 一般会計 2款1項7目 企画政策事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 齋藤泰良

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 237

事務事業名 総合戦略推進事業 事務事業コード 621-116-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

○地方創成推進交付金

○地域少子化対策重点推進交付金

交付実績額(円)

2,139,680

191,758

事業費の算出根拠（R2）

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-116-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 29

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00 0 0 0 0

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 00 0 0 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

個人番号関係の事務について、適正な利用及び事務の推進が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2目標

実績
-

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2計画

実績
-

活
動
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

34,696
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 35,03937,407 36,833 36,463 36,028 35,465

その他　（

対
象
指
標

指標名称 住民基本台帳人口
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

法律及び条例にもとづき、適正に管理、利用され、行政運営についても
効率化が図られる。また、対象者について負担が軽減され、利便性が
向上する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

個人番号を適正利用し、効率的な情報の管理、他自治体との迅速な情報の授受
を行うことができるようにする。また、行政の効率化と行政分野における公正な給
付と負担の確保を図り、手続の簡素化による負担の軽減等により利便性を向上さ
せる。

事
業
内
容

個人番号の利用について、システム整備を図る。また、事務取扱いにつ
いて全庁的な調整と市民への周知を図り、効率的かつ適正な利用を推
進する。

対
象

新庄市に住所を有する者及び行政事務に関する情報を求める者。

01-020109-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

条例・要綱等 新庄市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項９目 電算管理事業費 予算コード

施策名 行政運営の効率化 内線 236

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 総合政策課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 松原　知子

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 社会保障・税番号制度事務 事務事業コード 621-117-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-117-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

1

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

● 始期 H30 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○協議経過

　1.政策調整会議（R2.4/30、5/22、7/22、9/1、11/2、R3.2/8、）

　2.総合計画策定委員会（R2.4/22、6/26、7/21、8/27、10/22、R3.2/1）

　3.総合計画策定委員会作業部会（R2.6/26、9/11）

　4.総務文教委員協議会（R2.5/7） 　9.総合計画審議会（R2.4/10、5/13、8/17、9/29、10/13）

　5.産業厚生委員協議会（R2.5/8）  10.総合計画審議会からの答申（R2.5/19基本構想、10/16基本計画）

　6.全員協議会（R2.8/6、9/9、10/30、11/13、R3.2/17）  11.パブリックコメント（R2.9/10～10/2）

　7.基本構想特別委員会（R2.6/16）

　8.定例会本会議（R2.6/19基本構想議決）

４．投入資源 （単位：千円）

総合計画審議会委員報酬

総合計画印刷製本費

総合計画策定支援業務委託料

５．第５次総合計画における取り扱い

□

■

□

事務事業名 総合計画策定事業 事務事業コード 621-118-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 井上　徹

施策名 市民ニーズに応えられる行財政基盤の確立 内線 237

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市総合計画策定条例、新庄市総合計画策定条例施行規則

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 企画費 予算コード 01-020107-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

今後、新庄市が将来にわたって、市民の生活、文化、福祉等の向上に
取り組み、時代の変化に対応した住みよいまちづくりを行っていくための
総合的かつ計画的な市政運営を行うために必要となる指針を策定す
る。

事
業
内
容

令和3年度から運用が開始される、次期総合計画を策定する。
策定にあたっては、令和2年6月定例会において基本構想の議決、令和
2年10月までに政策調整会議での合意を図ることが必要となる。

対
象

全職員

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

令和2年度末までに、次期総合計画の策定を完了することができる。 実
施
形
態

市直営

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績

R2Ｈ27

説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績
説明（算式等） 達成率

指標名称 -

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 -
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2目標

実績

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

第５次新庄市総合計画の基本構想については、庁内での検討を重ね、６月定例会において議決を得て策定することができた。また、基本計画及び実施
計画については、各課へのヒアリングを行い、計画の８つの柱に紐づく施策及び事務事業を整理し、各種検討会議を経て、令和３年３月、第５次新庄市
総合計画を策定することができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 5,1241,500 3,758 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

1,500 3,758

その他特財

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

受益者負担

一般財源 5,1240 0 0

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

2,499

110

2,453

その他

統合後の事務事業：

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

621-118-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

2

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

25 項目

7 項目

合計 32 項目

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系外

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

・補助金等採択要望

※重要事業の要望については、令和4年度に向けた要望

事務事業名 重要事業要望事務 事務事業コード 622-101-12
総
合
計
画

重要事業の要望

・制度改正要望

基本目標 担当課

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

総合政策課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 齋藤泰良

施策名 広域行政の推進 内線 236

協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します

説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項7目 企画政策事業費 予算コード 01-020107-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

本市における重要事業項目を県や政府に要望することにより、事業の
推進を図る。

事
業
内
容

　市の事業のうち、広域市町村圏実施計画及び最上地域重要事業等と
して捉えるべき事業について、各課に確認・調整し、最上開発協議会を
通して山形県に要望する。また、山形県開発推進協議会が取りまとめて
提出している「政府の施策等に対する提案」に追加要望することにより、
県を通して国に要望する。
　さらに、「最上総合支庁長との意見交換会」を開催し、市政推進の課題
等に関して、直接県に対して意見を伝える場を設けている。

対
象

市の事業

目
指
す

状
態

市の事業を最上広域市町村圏の実施計画または最上地域重要事業、
山形県重要事業等として認定されることにより、事業の整備促進を図
る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 －
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績
－

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 最上地域重要事業への要望件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 3236 36 37 35 33
－

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 －
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績
－

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

重要事業として採択されるよう新庄市の重要事業を整理し、令和4年度に向けて制度改正25項目、補助金等採択7項目を継続要望
することができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 138120 134 137 138 138 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

134 137 138 138

その他特財

最上開発協議会負担金 135

山形県開発推進協議会負担金 3

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 138120

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

622-101-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

2

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

● 始期 H26 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

新庄最上定住自立圏形成推進会議（開催日：4/16、7/17、10/21、11/24、2/10）

新庄最上定住自立圏形成検討会議（開催日：7/2、10/8、11/2、2/3）

新庄最上定住自立圏形成庁内連絡会議（開催日：6/17、9/30）

共生ビジョン懇談会（開催日：11/2）

連携事業担当者会議（開催日：4/27、5/7、5/12、5/26、6/30、7/15、8/3、8/4×2部門、8/13×2部門、8/17

　8/19、8/20×2部門、9/11、9/15、10/8、10/13、10/15、10/21、10/30）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

事務事業名 新庄最上定住自立圏構想推進事業 事務事業コード 622-102-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名

説明事業

法令根拠 定住自立圏構想推進要綱

行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 齋藤泰良

施策名 広域行政の推進 内線 236

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

条例・要綱等 新庄最上定住自立圏形成協定、新庄最上定住自立圏共生ビジョン

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項7目 企画政策事業費 予算コード 01-020107-0001

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

人口定住の為の必要な生活機能を確保し、地域の活性化を図
るため、「新庄最上定住自立圏構想」を推進する。

事
業
内
容

新庄最上定住自立圏共生ビジョンの推進
・計画の進捗管理
・市町村間での連携協議
・共生ビジョン懇談会
・協議に応じた協定の内容、共生ビジョンの変更

対
象

新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川
村、戸沢村

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

各市町村の自立性を尊重しながらも、人口減少の抑制、地域の
活性化と生活機能の確保に向けて連携している。

実
施
形
態

市直営

- -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 最上地域８市町村人口
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 -77,895 - -

R2Ｈ27

72,906
説明（算式等） 国勢調査 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 3419 5 0
-

説明（算式等） 達成率

指標名称 会議開催回数（回）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4 17

Ｈ30 Ｒ1成
果
指
標

指標名称 協定項目における実施事業数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等） 共生ビジョンによる

Ｒ2目標

実績 25- 25 25 25 25
24

達成率 104.2%104.2% 104.2% 104.2% 104.2%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

平成28年3月に「新庄最上定住自立圏共生ビジョン」を策定し、各連携項目事業については各市町村の事業担当課間での協議を重
ねながら実施した。また、第１次共生ビジョンが令和２年度で計画期間満了のため、これまでの連携事業の効果検証結果をもとに見
直しを行い、新たに第２次共生ビジョンを策定することができた。

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 56315 46 0 66 0

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

主な歳出の内訳

その他特財 254

共生ビジョン懇談会委員費用弁償 12

共生ビジョン懇談会委員報酬 44

一般財源 5661 46 0 66 0

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

622-102-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H24 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ ■ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

採用施策 1

R2提案施策

○若者の回帰及び定住について

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

事務事業名 最上地域政策研究所 事務事業コード 622-103-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名 行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 齋藤泰良

施策名 広域行政の推進 内線 236

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 「最上地域政策研究所」設置要綱

条例・要綱等 「最上地域政策研究所」に関する最上地域８市町村、最上広域市町村圏事務組合及び山形県最上総合支庁の連携についての協定書

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項７目 企画政策事業費 予算コード 01-020107

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

各市町村等と総合支庁が、「最上地域政策研究所」を設置し、相互に連
携・協力して最上地域における諸課題について調査研究し、政策推進
に資するとともに、職員の政策形成能力の向上を図る。 事

業
内
容

最上総合支庁が事務局を勤める最上地域政策研究所に研究員として
参加し、地域の諸課題について調査・研究を行う。

対
象

最上地域８市町村、最上広域市町村圏事務組合、山形県最上総合支
庁

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

相互に連携・協力して最上地域における諸課題について調査研究し、
政策推進に資するとともに、職員の政策形成能力の向上を図る。

実
施
形
態

市直営

1 1

その他　（ 研究員派遣

対
象
指
標

指標名称 最上地域政策研究所研究員
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績 12 1 1

R2Ｈ27

1
説明（算式等） 新庄市からの派遣職員 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 14 3 3
4

説明（算式等） 達成率

指標名称 施策提案数

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

2 2

Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 施策採用数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2目標

実績 11 1 1 2 2
1

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

令和2年度からは、移住・定住対策として8市町村から1名ずつ研究員が参加し、「若者の回帰及び定住について」を研究テーマとし
て、最上地域共通の課題とその解決策について、他の研究員と意見交換等を行い、来年度へ向けた提案施策の方向性を示すことが
できた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 50400 400 400 400 200

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

主な歳出の内訳

その他特財 50400 400 400 400 200

最上地域政策研究所負担金 50

一般財源 00 0 0 0 0

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 第5次総合計画の施策体系内外共に含まれず

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

622-103-12(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

6

2

2

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明） （単位：千円）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

看護師育成修学資金費 35 9 12 9 12

エコプラザもがみ費

リサイクルプラザもがみ費

もがみクリーンセンター費

消防費

教育費

67,781102,878 138,491 84,221 115,472 90,589

24,254 3,661 5,613 3,381 4,305 2,260 2,260 2,353

488,576 64,914

11,755 12,744

143,611 24,825 39,546 12,464 50,832 8,815 22,780

39,397

22,048

55,215 21,684 30,265 15,553 27,614 9,634

342,510 45,587 76,912 49,352 74,337 29,974

1,976

33,954

7 8

2,168

1,630 77 2,084 119 936 265 317 0

8

15,743 19,427 10,191 10,892

81,339 2,615 3,913 2,531 3,589 1,593

戸沢村

事務費

広域交流センター費

へい獣保冷庫管理費

分担金（R２）

46,796 11,852 16,192

新庄市

11,558

金山町 最上町 舟形町 真室川町 大蔵村 鮭川村

一般財源 46,79649,764 47,873 49,164 49,362 50,731

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 46,79649,764 47,873 49,164 49,362 50,731 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

最上広域における事務事業の共同実施による効率的な運営が行われた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2目標

実績
-

成
果
指
標

指標名称 ―
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2計画

実績 2,834,0003,133,000 3,246,000 3,150,000 3,648,000 2,850,000
-

活
動
指
標

指標名称
最上広域市町村圏事務組合一般会計当
初予算額　（千円）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

72,906
説明（算式等） 国勢調査 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 -77,895 - - - -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 最上地域８市町村人口（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

事務事業の共同実施による効率的な運営を行う。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

事務事業の共同実施による効率的な運営を行うため、共同事業の事業
内容や手法を見直すことにより、サービスの改善とコストの削減を実現
する。 事

業
内
容

分担金の負担割合
１．平等割　　　　２０％
２．人口割　　　　４０％
３．基準財政力割　４０％

対
象

最上広域市町村圏事務組合が行っている圏域の振興計画に係る総合
調整の共同事業

01-020101-0201

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 地方自治法第284条第2項の規定に基づき設置した最上広域市町村圏事務組合規約第3条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ２款１項１目 職員給与費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

行政の効率化を図り、健全で効果的な行財政運営を行う 担当者 井上　徹

施策名 広域行政の推進 内線 236

事務事業名 最上広域事務費分担金 事務事業コード 622-201-12
総
合
計
画

基本目標 協働による誇りもてるまちづくりを進め、計画を実現します 担当課 総合政策課

政策名

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

622-201-12(R02実績評価)


	122-203-12地域総合整備資金貸付事業
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	132-106-12史料写真等のホームページ掲載管理事業
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	611-103-12区長行政事務
	611-103-12(R02実績評価)

	611-104-12公開型GIS運用事業
	611-104-12(R02実績評価)

	611-108-12電子計算組織維持管理事業
	611-108-12(R02実績評価)

	611-109-12山形県電子申請システム整備運営事業
	611-109-12(R02実績評価)

	611-110-12情報化計画管理事業
	611-110-12(R02実績評価)

	611-111-12指定統計調査事業
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	611-112-12個人情報保護事務
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	611-202-12(R02実績評価)

	611-203-12地縁団体認可事務
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	622-102-12新庄最上定住自立圏構想推進事業
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	622-103-12(R02実績評価)

	622-201-12最上広域事務費分担金
	622-201-12(R02実績評価)


